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令和４年度事業報告 

Ⅰ 概 況 

１ 経済概況等 

令和４年度の我が国の状況を振り返ると、例年にも増して内外ともに激動

の年だった。 

令和４年２月にロシアがウクライナに侵攻して以降、世界の分断が供給制

約を深め、食料品やエネルギーなどの高騰に拍車がかかった。各国、各地域

の中央銀行がインフレ退治でこぞって急ピッチに利上げに動いた結果、景気

後退の観測も強まった。 

新型コロナウィルス禍からの回復が進むという初期の楽観的な見通しは

外れ、日本国内にあってもオミクロン株やその変異種が次々に蔓延し、感染

者の増減が繰り返され、終息するまでに至らなかった。 

このような中、中国ではカタールで開催されたサッカーワールドカップを

TV 観戦した国民が、観客がマスクなしで観戦していたことを目の当たりに

し、11 月末に新疆ウィグル自治区で起こった火災で、コロナ関連で救助が

遅れたことなどから 3 期目に突入した習近平政権に対する大規模な反対運

動に発展したため、12 月にはロックダウン（都市封鎖）や大規模検査など

が突然解除され、中国経済は大混乱することとなった。 

さらに習近平氏は、第三期に入るに当たって台湾統一を公約に掲げ、対外

強硬路線を継続し、台湾海峡の緊張が高まることとなった。わが国において

も、台湾有事を想定した議論が本格的に始まることとなった。 

 

このような中、欧米の高金利に対するわが国の低金利が意識され、令和 4

年の円相場は歴史的な展開となった。一時１ドル＝151 円台後半と対ドルで

約 32 年ぶりの安値となり、輸出でかつてのように稼げなくなり、海外への

エネルギー依存の高まりとも相まって、輸入額は増加し貿易収支は大幅な赤

字を計上することとなった。 

 

また、上海のロックダウンなど中国や東南アジア諸国における感染拡大の

影響は、自動車産業をはじめとした我が国産業の部品供給網に多大なる影響

を与え、海外における部品生産が滞ったことにより品薄状態が発生し、生産

抑制の状況が発生した。このため、日本国内での新車引き渡しが遅延する事

態となったりしたが、その後この状態は徐々に改善に向かった。 
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このような結果、令和４年度のわが国実質 GDP は前年比１.７％増に止ま

り、景気回復は依然として力強さを欠いたものとなった。 

 

次に、自動車関係について令和４年度の新車販売台数をみると、年度累計

で４３８万５６４９台であり、前年度比４．０％増となった。前年度を上回

るのは４年ぶりであるが、水準としては東日本大震災で販売が落ち込んだ平

成２２年度の４６０万台を下回った状況となった。 

 

  一方、令和２年１０月の菅総理による「２０５０年カーボンニュートラル」

宣言後、令和３年４月には気候変動サミットにおいて「２０３０年の CO２

削減目標を２０１３年比４６％減」と表明する等、カーボンニュートラルに

向けた動きが加速してきた。 

  また、SDGs（持続可能な開発目標）への取組みも、今後、企業を永続的

に存続・発展させていくためには、極めて重要な取り組みとなっている。 

更に、自動車整備業界においては、自動車におけるＣＡＳＥ（コネクテッ

ド、自動運転、シェアリング、電動化）を中心とした次世代技術の急速な進

展を背景として、これらの電子制御技術に対応した「特定整備制度」がスタ

ートしており、この新たな制度に対応するための人材育成や整備スペースの

確保、さらには人材の高齢化にも対応することが求められている。 

 

このような大きな環境変化のなか、自動車の整備機器メーカーの集まりで

ある我が工業会においては、自動車の安心・安全の追及を重要課題とし、会

員企業における意見交換や各種情報の提供を積極的に行っていくことが必

要であると考えている。 

例えば、現下の厳しい環境変化に対応するため「カーボンニュートラル」、

「SDGs」や「現場リーダー層育成」、「生産性向上に必要な現場改善」等に

関するセミナーの開催、整備機器分野でのビジネスチャンスの拡大や新商品

開発につながっていくような特許技術などの情報提供活動を積極的に実施

してきた。 

 

今後、自動車産業をめぐる環境が大きく変化し、自動車の構造や所有形態

の変化が想定されるが、移動手段としての車の必要性や重要性には変わりが

ないものと考える。そして、車そのものが存在するならば、その安心・安全

を確保するために必要となる点検、整備機器の役割は今以上に増大するもの

と考える。 
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当工業会会員各社においては、これら整備業界の課題に対応すべく、クル

マの安心・安全と環境を支えるサービスツールメーカーとしてユーザーニー

ズを積極的に把握し、次世代の整備を見据えた新商品開発や安全の質的向上

を図っていくことが必要である。 

工業会におきましては、以上の状況を踏まえ、今後とも会員各社のお役に

立てるよう引き続き積極的に情報発信を行っていきたい。 

  

２ 会員の増強 

令和４年度は、賛助会員の新規加入１社を迎え、その結果、正会員４４社、

賛助会員１１社 計５５社体制での運営となった。 

 

Ⅱ 事業活動の概要 

１ 主要会議等の開催状況 

令和４年度においては、通常総会及び理事会を以下のとおり開催した。 

(1) 通常総会（「参考資料１」参照） 

    通常総会は、令和４年５月２６日（木）機械振興会館において開催さ

れ、以下の決議事項について審議、決定した。 

第１号議案 令和３年度事業報告（案）及び収支決算（案）の承認に

ついて 

第２号議案 令和４年度事業計画（案）及び収支予算（案）の承認に

ついて 

第３号議案 役員全員任期満了に伴う選任案の承認について 

第４号議案 その他 

  

（2） 理事会（「参考資料２」参照） 

      令和４年度においては、以下の理事会を開催し、各事項について

審議、報告を行った。 

① 第１回理事会 令和４年４月２８日（木） 機械振興会館 

      第１号議案 令和３年度事業報告（案）及び収支決算（案）の

承認について  

       第２号議案 令和４年度事業計画（案）及び収支予算（案）の

承認について  

       第３号議案 役員全員任期満了に伴う選任候補者（案）の承認

について 

第４号議案 令和４年度通常総会について 



 

4 

             永年勤続優良従業員表彰の候補者について 

         

 

① 第２回理事会 令和４年５月２６日（木） 機械振興会館 

    第一号議案  通常総会上程議案について  

    第二号議案  その他 

 

③ 臨時理事会 令和４年５月２６日(木) 機械振興会館 

        議案 理事長、副理事長二名、専務理事の選定 

 

④ 第３回理事会 令和４年７月２９日（金） 機械振興会館 

       第１号議案 令和４年度事業実施計画について 

       第２号議案 佐藤専務理事の辞任に伴う新専務理事の選任案に

ついて 

       第３号議案 その他 

 

⑤ 第４回理事会 令和４年１２月１６日（金） 機械振興会館 

       第１号議案 令和４年度上期決算報告について 

      第２号議案 会員の異動について 

      第３号議案 その他 

            令和５年二団体新年賀詞交歓会中止について 

 

(3) 監事監査 

  ① 令和３年度の決算をとりまとめ、令和３年４月２７日（水）に監   

   事監査を行った。 

② 令和４年度上期（４～９月）の中間決算を取りまとめ、令和４年 

１２月１３日（火）に監事監査を行った。 

   

２ 講演会、セミナー等の開催状況（「参考資料３－５」参照） 

   会員企業の経営、技術等に関する知識の習得、情報の収集・提供の機会

となり得るよう、次のとおりオンラインセミナーを開催し、意見交換を行

った。 

 

①  「中小企業が取り組むための SDGs セミナー」 

「カーボンニュートラルセミナー」 （「参考資料３」参照） 

  （総務委員会、技術委員会共催） 
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      環境省大臣官房民間活力支援室室長補佐 高橋尚子氏、 

環境省関東地方環境事務所脱炭素チーム課長補佐 縄野正衡 

令和４年７月２９日開催、２１名参加 

       

②  カーボンニュートラル講演会（「参考資料４」参照） 

   「いまさらカーボンニュートラルを問う」（技術委員会主催） 

   トヨタ自動車東日本株式会社 松井賢一氏 

   令和４年１１月２８日開催、１４名参加 

 

③ サイバーセキュリティーセミナー（「参考資料５」参照） 

 「企業に迫るサイバー攻撃の脅威への対応」（総務委員会主催） 

ＩＰＡ 横山尚人氏 

令和４年１２月１６日開催、２２名参加 

 

 ３ カーボンニュートラルへ向けての対応強化 

(1) カーボンニュートラルに関する実態調査（「参考資料６」参照） 

 会員各位におけるカーボンニュートラルに対する取り組み状況や意

識の変化等を把握するため前年度に引き続き同じ設問にての実態調査

を行った。（回答企業数：１０社、回収率１８．０％） 

（調査結果概要） 

  〇カーボンニュートラル（CN）は、「経営者層のみで認識」 

今回４０％、前回６１％ 

  〇カーボンニュートラルは「経営者から従業員まで自社の問題と 

して認識している」今回４０％、前年１７％ 

  〇専門ではないが担当部署を設置 今回３０％、前回９％ 

〇対応は整備されていない 今回３０％、前回７０％ 

      〇CN 対策実施上の問題点は、 

「経営課題としての優先度が低い」今回２０％、前回４３％。 

       「資金がない」今回５０％、前回１７％ 

      〇今後の取り組みについては 

       「再生エネルギーの導入」今回の最多で６０％、前回４３％ 

        〇どのような支援が必用ですか？ 

      「資金援助」今回の最多で７０％、前回は４８％ 

      「公的機関による指導・助言」今回４０％、前回最多の４３％ 

 

・問題意識が経営者のみから広く社内に浸透しつつあることが窺える。 
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・指導・助言の要望から具体的な資金に関心が高まっているのが窺える。 

・回答社数は今回１０社で前回の２３社から減少し、積極的に取り組も 

うとする会員も増える反面、関心が薄らぐ会員も増えた懸念がある。 

 

 (2)  実態調査を踏まえた情報提供 （「参考資料７」参照） 

 具体的な CO2 排出量を把握していただくための「【簡易版】CO2 排

出量算出表」を前年度に引き続き会員へ配布した。 

     参考資料は、事務局に報告のあった会員１２社の産出量合計。 

 

 ４ SDGs へ向けての対応強化  

 SDGs の取組に関する実態調査（「参考資料８」参照） 

 今後、企業経営の安定的かつ長期的な成長を図るためには、環境や社

会問題への取り組み等が重要であると言われており、SDGs への取り組

みが多くの企業において積極的に実施されている。 

 このため、会員各位における SDGs に対する取組状況や意識の変化

等を把握するため前年度に引き続き同じ設問にての実態調査を行った。 

（回答企業数：１０社、回収率１８．０％） 

 

 （調査結果概要） 

〇SDGs は、「自社の課題として意識していない」 

今回２０％、前回３８％ 

〇SDGs は、「経営者から従業員まで、自社の問題として意識」 

今回５０％､前回３３％ 

〇「対応体制は整備されていない」今回３０％、前回６７％ 

〇体的行動として「情報収集、講演会への出席」 

 今回７０％、前回４８％ 

〇「SDGs を実施する意義は？」 

 「企業価値の向上」今回最多の６０％、前回４８％ 

〇「SDGs を実施した効果は？」 

  「他社との差別化」今回最多の５０％、前回３３％ 

〇「SDGs を実施または強化する場合の問題点は？」 

 「人材がいない」今回最多の６０％、前回５２％ 

 「社内での理解度が低い」今回２０％、前回３８％ 

〇「SDGs を実施または強化する場合に期待することは」 

 「採用活動におけるプラス効果」今回最多の８０％、前回２４％ 

〇「どんな支援が必要ですか」 
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「補助金」今回最多の８０％、前回５２％ 

・問題意識が経営者のみから広く社内に浸透しつつあることが窺える。 

・SDGs 実施の具体的意義や効果の認識が高まりつつあることが窺える。 

・CN の実態調査と同様に回答社数が前回の２１社から１０社と減少して 

おり、積極的に取り組もうとする会員が増える一方で、関心が薄らぐ会 

員も増えた懸念がある。 

 

５ 分科会活動状況 

（1）故障診断分科会 

① 自動車整備技術の高度化検討会関係 

国土交通省は、自動車の電子制御化に対応した点検・整備の検討を行

うため、「自動車整備技術の高度化検討会」を設置し、積極的な議論を

行っている。 

ア 当工業会からは、技術委員会故障診断分科会会長が参加し、高度

化検討会の重要な事項である「（スキャンツールの）標準仕様のあり

方検討ＷＧ」の議長として積極的な意見交換、提案を行った。 

令和４年度の当工業会の故障診断分科会は、「標準仕様のあり方 

検討ＷＧ」の開催に併せて４回開催し、高度化検討会での検討内容

の報告や、新たな運用ルールでの故障診断装置開発情報提供に関す

る問題点の検討等活発な活動を行った。 

 

イ また、改正道路運送車両法による特定整備事業は令和２年４月１ 

日から運用が開始されたが、この特定整備事業に必要となる「整備 

用スキャンツール」については、国土交通省告示により「技術上の 

基準」が設けられている。 

当工業会は、国土交通省からの要請に基づき、上記「技術上の基 

準に適合している整備用スキャンツールを各ツールメーカーから名 

簿提出いただき、一覧表を作成のうえ、当工業会のホームページに 

掲載している。 

   

ウ 他方、当工業会では、標準仕様の汎用スキャンツールの開発に必 

要なカーメーカーからの情報提供について、各スキャンツールメー 

カーからの問い合わせ等に対応していくため、カーメーカー１２社 

から委託を受けて外部故障診断装置開発情報提供等の窓口機能を 

引き続き実施した。 

 



 

8 

② OBD 車検フォローアップ検討会関係 

令和６年１０月より開始されるOBD車検に必要となる法定スキ

ャンツールについては、詳細な仕様や要件が定まっていないため、

故障診断分科会を開催（４回）し認定要件項目の詳細について議論

を重ねるとともに、（一社）日本自動車機械工具協会と「法定スキ

ャンツールの認定要領」（案）について意見交換を行い、また国土

交通省、OBD 車検システムを構築中の(独立行政法人)日本自動車

技術総合機構とも議論を継続し各種技術的課題について分析・提案

を実施している。 

 

(1)  工具分科会、タイヤ整備分科会 

 大型車における車輪脱落事件は、令和３年度実績が１２３件となり、２

年度より８件減ったがそれでも統計史上二番目に多くなっている。 

 このような状況を踏まえ、国土交通省においては、車輪脱落事故防止対

策として「令和４年度緊急対策」を取りまとめ、令和４年１０月～令和５

年２月の間を「車輪脱落事故防止キャンペーン」として取り組んだ。 

 

 当工業会においても、上記キャンペーンの趣旨に基づき、工具機器分科

会及びタイヤ整備分科会メンバーへ以下のチラシを３万枚、ポスター100

枚を配布し安全啓蒙周知活動に引き続き協力した。 

また、国土交通省主催の「大型車脱輪事故防止対策に係る調査・分析検

討会」に専門家として当工業会タイヤ分科会のメンバーが出席し意見交換

を行いった。 

第二回大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会 

令和４年６月７日(火) WEB 会議 2 名参加 

第三回大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会 

令和４年９月２８日(火) WEB 会議 2 名参加 

令和４年度第一回大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会 

令和４年９月２８日(水) 書面審議 2 名参加 

第四回大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会 

令和４年１２月２２日(木) WEB 会議 2 名参加 

 

６ 各種調査等の実施（「参考資料９～１１」参照） 

   業界の実態や状況の推移を把握するため、会員を対象に以下の調査を実

施し、結果を取りまとめ HP 及び業界紙等を通じて公表した。 

(1) 生産実績調査（「参考資料９」参照） 
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機種別に生産額を調査するもので、毎年４月に前年度分につき実施。

令和４年度は、前年度と比較し２３億５千万円増の約４５４億５百万円

（対前年度比 105.5%増）となっている。 

また、機種別の構成比をみると、工具が全体のぼ３割（29.6%）を占め、

次いで油圧機器（19.0%）、洗浄機（17.2%）、試験機器（11.5%）、電気機

器（5.3%）となっている。 

 

（2）輸出動向調査（「参考資料１０」参照） 

    工業会会員の令和３年度自動車機械器具の輸出実績を調査し、販売事

業者団体である（一社）日本自動車機械工具協会が同会員を対象に行っ

た輸出調査の結果と併せて集計し、業界の統計データとして作成・公表

した（令和３年８月）。 

令和３年度の輸出額は、約９４億９９００万円で前年度と比較し 

１６億４８００万円増（対前年度比 121.0%）と大幅な増加となった。 

新型コロナ感染症拡大による減少からの反動と思われる。 

増加が最も多かった地域はアジアの約４３億６４９４万円(前年度比 

130.8%)、減少が大きかった地域は西洋の５億１７４４万円（前年度比 

75.7%）。 

機種別でもっとも増額したのは油圧機器で約９億６８２８万円(前年 

度比 157.6%)、次いで工具の約５４億５９０万円(前年度比 106.9%)。 

 その他とプラント類を除く機種別割合では、工具類が市場規模の 67.1 

%の約５４億円で最大。次いで油圧機器が 10.2%の約９．７億円とこの 

2 機種で市場規模の 67.1%の約６３．７億円を占めている。 

 

(3) 企業動向調査（「参考資料１１」参照） 

主要経営指標の現状及び見込みを調査するもので、毎年４月に当該年 

度分を実施し、その結果を総会時の資料に添付するなどして公表してい

る。 

令和４年度調査時には、前年度調査に引き続きトピックス項目として 

「賃金改善の状況」並びに採用状況が厳しくなってきていることを受け 

て「雇用環境」について取りまとめた。 

 

７ 海外情報の収集、取得、提供 

（1）海外視察団の派遣 

  新型コロナウイルス感染拡大の影響により実施しなかった。 
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（2）輸出実績調査 

   工業会会員の令和３年度自動車機械器具の輸出実績を調査し、販売事業

者団体である（一社）日本自動車機械工具協会が同会員を対象に行った

輸出調査の結果と併せて集計し、業界の統計データとして作成・公表し

た（令和３年８月）。（再掲） 

 

８ 広報活動の推進・情報提供 

（1）ニュース便覧を通じた情報提供 

  自動車関連の「特許出願公開目次（抜粋）」情報や関係業界動向、経済市

場動向に係る関連事項を選定・要約した「ニュース便覧」を編集し、年１

０回（1 月、8 月を除く。）HP 上に公開するとともに、各会員に対し紙媒

体の冊子を作製して配布を行った。また、関係団体の図書施設にも配布す

るなど情報提供活動を行った。 

 

（2）報道機関への情報提供活動 

  当工業会の業界活動に関して、随時、業界紙及び専門雑誌等の報道機関、

出版社への情報提供に努めるとともに、更なる浸透を図っていくため、理

事長インタビュー（７月、日刊自動車新聞の機械工具特集。書面回答）の

機会等を活用して理事長メッセージの発信強化に努めた。 

 

（3）ホームページ等による情報提供 

  工業会の組織、会員、事業報告及び決算状況に関する情報のほか、生産、

輸出等の諸統計、調査結果を公開した。 

また、英文サイトの会員リストへの導線を分かり易く変更した。 

  

（4）大型車車輪脱落防止のための日頃の点検・整備の重要性についての周知

（再掲） 

国土交通省にいる「車輪脱落防止キャンペーン」の趣旨に基づき、工 

具機器分科会及びタイヤ整備分科会メンバーへ以下のチラシを３万枚と

ポスター１００枚を配布し安全啓蒙周知活動に引き続き協力した。  

 

（5）工業会商標「JAMTA」マークの活用 

工業会の認知度の一層の向上及び工業会会員であることの企業イメー

ジアップを目指して、工業会の商標登録である「JAMTA」マークの積極

的活用のため、関連印刷物及び名刺広告を通じて業界紙にマークの掲載を

行った。 
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９ 自動車関係５団体連携事業の実施 

   自動車関係５団体の連携事業として、一般社団法人日本自動車車体工業

会が開催していた「カーボンニュートラル勉強会」（Web）に９月より新た

に参加し、以後は当工業会から複数の会員企業が参加した。 

①  第１０回勉強会 （９月２６日(月)、７名参加） 

②  第１１回勉強会 （１０月２６日(火)、８名参加） 

③  第１２回勉強会 （１１月２５日(金)、８名参加）  

④  第１３回勉強会 （１２月２０日(火)、２名参加） 

⑤  第１５回勉強会 （２月２２日(水)、４名参加） 

⑥  第１６回勉強会 （３月２３日(木)、４名参加） 

 

１０ その他の事業 

⑴  生産物責任保険（ＰＬ保険）への付保（「参考資料１２」参照） 

   会員からの加入申し込みを受け、工業会でとりまとめて、より低い料率

でＰＬ保険を付保した。 

 

⑵  その他 

①  永年勤続優良従業員表彰  ５名 （「参考資料１３」参照） 

②  令和５年１月５日(木) 自動車関係５団体新春賀詞交歓会  

 １２名参加 

③  新型コロナウィルス感染防止のため、二団体新年賀詞交歓会は中止。 

④  令和５年２月１５日(水) 二団体執行部懇談会 ７名参加 

 

 

１１ 会議の開催状況 

 

（1）通常総会 

令和４年５月２６日(木) 

 

（2）理事会 

第１回 令和４年４月２８日(木) 

第２回 令和４年５月２６日(木)  

臨時理事会 令和４年５月２６日(木) 

第３回 令和４年７月２９日(金) 

第４回 令和４年１２月１６日(金) 
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(3) 監事監査 

令和３年度決算監査 令和４年４月２７日(水) 

令和４年度中間監査 令和４年１２月１３日(火) 

 

(4) 委員会、分科会の開催数 

(ア) 総務委員会 ３回 

ニュース便覧編集会議 ８回 

(イ) 国際委員会 ３回 

(ウ) 技術委員会 ３回 

（分科会等） 

故障診断分科会  ４回 

 

(5) 自動車工業５団体関係 

  令和４年６月２２日(水) ５団体懇談会 

  令和４年９月２２日(木) 経団連モビリティ委員会 WEB 会議 

  令和５年２月８日(水)  経団連モビリティ委員会 WEB 会議 


